資　料
改正労働契約法の趣旨とポイント
１． 改正法の趣旨
1 有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消していくこと。
2 期間の定めのあることによる不合理な労働条件を是正。
3 働く人が安心して働き続けることができる社会を実現する。
２． 改正法のポイント
①　５年超の無期転換ルール（18条）　2013年４月１日施行
（趣旨）有期労働契約の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用の安定をはかること。
（内容）○有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合に、労働者からの申込みにより、無期労働契約に転換できる。
　　　　＊通算契約期間のカウントは2013年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象。
　　　　＊申込みは、口頭でも法律上は有効であるが、後日申込みをしたかどうかの争いを避けるために、書面（ファックス、メール可）で申込みすることが望ましい。
　　　　○無期労働契約の労働条件は（職務、勤務地、賃金、労働時間）は、「別段の定め」がない限り、直前の有期労働契約と同一。「別段の定め」をすることにより、労働条件の変更は可能。「別段の定め」とは、労働協約、就業規則、個々の労働契約（個別の合意）。
　　　　○契約と契約の間の雇用の空白期間が、契約期間が１年以上の場合で６か月以上、契約期間が１年未満の場合でその２分の１以上あるときは、その空白期間の前の契約期間は、通算契約期間に含まれない（クーリングされる）。
②「雇止め法理」の法定化（19条）　2012年８月10日施行
（趣旨）最高裁判例で労働者保護の観点から確立された「雇止め法理」の内容を法律で規定し、一定の場合に雇止めを認めないとすること。
（内容）○有期労働契約が反復して更新されたことにより、雇止めをすることが解雇と社会通念上同視できると認められる場合（19条第１号）、又は労働者が有期労働契約の契約期間の満了時にその有期労働契約が更新されるものと期待することについて合理的な理由があると認められる場合（19条第２号）に、使用者が雇止めすることが、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、雇止めは認められない。したがって、従前と同一の労働条件で、有期労働契約が更新される。
　　　　　＊　19条第１号又は第２号の要件に該当するか否かは、これまでの裁判例と同様、当該雇用の臨時性・常用性、更新の回数、雇用の通算期間、契約期間管理の状況、雇用継続の期待をもたせる使用者の言動の有無、他の労働者の継続雇用の状況などを総合考慮して、個々の事案ごとに判断される。
　　　　　＊　条文の適用のためには、労働者からの更新の「申込み」が必要（契約期間満了後でも遅滞なく申込みをすれば良い）。
　　　　　　申込みは、使用者による雇止めの意思表示に対して「嫌だ、困る」と言うなど、労働者による「何らかの反対の意思表示」が使用者に伝わるものでも良いが、トラブル防止のため、書面（ファクス、メール）で行い記録に残しておくこと。なお、この申込みの主張・立証は、訴訟の提起、紛争調整機関への申立て、団体交渉などによって使用者に直接または間接に伝えられたものでも良い。
③　有期を理由とする不合理な労働条件の禁止（20条）　2013年４月１日施行
（趣旨）有期を理由とした不合理な労働条件を禁止すること。
（内容）○有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあることによる不合理な労働条件の相違を設けることを禁止するもの。
＊　すべての労働条件が対象（賃金、労働時間、災害補償、服務規律、教育訓練、福利厚生など一切の待遇が含まれる）。
＊　20条の「同一の使用者」は、労働契約を締結する法律上の主体が同一であることをいう。したがって、事業場単位ではなく、労働契約を締結する法律上の主体が法人であれば法人単位で判断されるもの。
○労働条件の相違が不合理と認められるかどうかは、①職務の内容（業務の内容、責任の程度）、②職務の内容および配置の変更の範囲（異動、昇進等の有無、これにともない変更される職務の内容の範囲）、③その他の事情（合理的な労使慣行）を考慮して、個々の労働条件ごとに判断される。
とりわけ、通勤手当、食堂の利用、安全管理などの労働条件の相違は、特段の理由がない限り、合理的とは認められない。
＊　20条により不合理とされた場合、損害賠償が認められ得る。また、この場合、基本的には、無期契約労働者と同じ労働条件が認められる。
３．改正条文
【第18条】　同一の使用者との間で締結された二以上の有期労働契約（契約期間の始期の到来前のものを除く。以下この条において同じ。）の契約期間を通算した期間（次項において「通算契約期間」という。）が五年を超える労働者が、当該使用者に対し、現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日までの間に、当該満了する日の翌日から労務が提供される期間の定めのない労働契約の締結の申込みをしたときは、使用者は当該申込みを承諾したものとみなす。この場合において、当該申込みに係る期間の定めのない労働契約の内容である労働条件は、現に締結している有期労働契約の内容である労働条件（契約期間を除く。）と同一の労働条件（当該労働条件（契約期間を除く。）について別段の定めがある部分を除く。）とする。
　２　当該使用者との間で締結された一の有期労働契約の契約期間が満了した日と当該　　　　使用者との間で締結されたその次の有期労働契約の契約期間の初日との間にこれらの契約期間のいずれにも含まれない期間（これらの契約期間が連続すると認められるものとして厚生労働省令で定める基準に該当する場合の当該いずれにも含まれない期間を除く。以下この項において「空白期間」という。）があり、当該空白期間が六月（当該空白期間の直前に満了した一の有期労働契約の契約期間（当該一の有期労働契約を含む二以上の有期労働契約の契約期間の間に空白期間がないときは、当該二以上の有期労働契約の契約期間を通算した期間。以下この項において同じ。）が一年に満たない場合にあっては、当該一の有期労働契約の契約期間に二分の一を乗じて得た期間を基礎として厚生労働省令で定める期間）以上であるときは、当該空白期間前に満了した有期労働契約の契約期間は、通算契約期間に算入しない。

　【第19条】　有期労働契約であって次の各号のいずれかに該当するものの契約期間が満了する日までの間に労働者が当該有期労働契約の更新の申込みをした場合又は当該契約期間の満了後遅滞なく有期労働契約の締結の申込みをした場合であって、使用者が当該申込みを拒絶することが、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、使用者は、従前の有期労働契約の内容である労働条件と同一の労働条件で当該申込みを承諾したものとみなす。
　一　当該有期労働契約が過去に反復して更新されたことがあるものであって、その契約期間の満了時に当該有期労働契約を更新しないことにより当該有期労働契約を終了させることが、期間の定めのない労働契約を締結している労働者に解雇の意思表示をすることにより当該期間の定めのない労働契約を終了させることと社会通念上同視できると認められること。
　二　当該労働者において当該有期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新されるものと期待することについて合理的な理由があるものであると認められること。

　【20条】　有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、　　期間の定めがあることにより同一の使用者と期間の定めのない労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件と相違する場合においては、当該労働条件の相違は、労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下この条において「職務の内容」という。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならない。
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